
論文 / 著書情報
Article / Book Information

論題(和文) 繰返し載荷を受けた鉄筋のひずみ時効による特性変化

Title(English) Changes in properties of reinforcing bars due to strain ageing after
cyclic loading

著者(和文) 岡村光晋, Alex Shegay, 佐藤大樹

Authors(English) Koshin Okamura, Alex Shegay, Daiki Sato

出典 / Citation 日本建築学会関東支部研究報告集,   Ⅰ,   ,  pp. 361-364

Citation(English) ,   Ⅰ,   ,  pp. 361-364

発行日 / Pub. date 2025,  3

権利情報  一般社団法人 日本建築学会

Powered by T2R2 (Science Tokyo Research Repository)

http://t2r2.star.titech.ac.jp/


2024 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2025 年 3 月  

1 
 

繰返し載荷を受けた鉄筋のひずみ時効による特性変化 

構造―鉄筋コンクリート構造 正会員 ○ 岡村光晋
＊１

正会員 Alex Shegay
＊２

〃 佐藤大樹
＊３

ひずみ時効 補修 鉄筋

 
序論

近年地震で損傷した建物の補修や再利用の意義が強まっ

ている 1)．補修後の建物の耐震性能変化の一つの要因として

ひずみ時効がある．ひずみ時効とは塑性変形を受けた鋼材

に時間の経過とともに降伏棚が再現し，耐力の上昇や塑性変

形能力の低下が起こる現象 2)（図 1）である．延性低下は建物
の脆性破壊を，強度上昇は建物の破壊モードの変化を引き

起こす恐れがあるため，鉄筋のひずみ時効は建物の耐震性

に影響を及ぼすことが考えられる． 
既往研究 3)では，単純引張を受けた鉄筋について，ひずみ

時効による特性変化に影響を及ぼす因子の特定および特性

変化の予測手法の構築を行った．本報ではより実際の地震

損傷に近づけた，繰返し載荷を受けた鉄筋について，ひずみ

時効による特性変化に影響を及ぼす因子の特定および単純

引張時との特性変化の差異の分析を行う． 

図 鉄筋の応力 ひずみ曲線模式図

 
実験概要

試験体概要

試験体には，鉄筋 SD345，D32 を削り出して作成した鋼材
を使用する．表 1に試験体の概要を，図 2に試験体平面図を
示す． 

表 試験体概要

鋼種 径 炭素含有率 バナジウム含有率 長さ 
SD345 D32 0.25 % 0.020 % 120 mm 

図 試験体平面図 （単位：ｍｍ）

載荷条件概要

本実験では試験体に対して 1 ~ 3 %のひずみを 1 ~ 4 サイ
クルかけ（なお，これは地震応答時に鉄筋が受けると考えられ

る 4) 載荷条件である），1 年間の時効に相当する加熱を行う
ことによってひずみ時効を発生させる．この試験体を再び引

張ることでひずみ時効による特性変化の計測を行った．図 3
に実験セットアップ図を，表 2 に実験マトリクスを，図 4 に各条
件の載荷履歴をそれぞれ示す．※1 で示した載荷条件 F の試
験体は加力後に両振幅 0.5 %の繰返し載荷を 8 回行う．この
実験を行うことにより以下の 5 点について分析および確認を
行う．なお，各条件で 2 本の試験体を用いた． 
(1) 予ひずみの大小 
単純引張試験の結果をから予ひずみの増大に伴いひずみ

時効による特性変化も大きく発生することが確認されている 3)

ため，載荷条件 A，Bおよび Eを比較し，この傾向と同様かの
確認を行う． 
(2) 残留ひずみの大小 
単純引張試験によって示された予ひずみとひずみ時効に

よる特性変化の関係が予ひずみによるものなのか残留ひず

みによるものなのか，載荷条件 D，E，G および I を比較し分
析を行う． 
(3) 両振幅の大小および圧縮変形の有無 
載荷条件 J の結果から，鉄筋が初期状態と比べて圧縮側

に変形した際のひずみ時効の発生への影響がないかを確認

する． 
(4) 繰返し載荷のサイクル数 
既往研究 5)により，サイクル数によるひずみ時効への影響

は小さいとされているため，載荷条件 Gに対し Hを比較し，こ
の傾向と同様かの確認を行う． 
(5) 細かい繰返し載荷の有無 
地震応答解析時に鉄筋は数回の比較的大きい振幅の変

形を起こした後に数回~数十回の細かい振幅の変形を起こし
ていることを確認している 4)．載荷条件 E に対し F を比較する
ことでこれによるひずみ時効の発生への影響の有無を確認す

る． 
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Fig. 7 等価強度の考え方 

𝜎𝜎𝐵𝐵𝐵𝐵 =
(𝐷𝐷/2 − 𝐷𝐷𝑡𝑡) ∙ 𝜎𝜎𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 + 𝐷𝐷𝑡𝑡 ∙ 𝜎𝜎𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵

𝐷𝐷/2 (1) 

 BPCa：PCa 部強度， BTop：後打ち部強度， Be：等価強度

せん断強度の算定にあたっては，異なる強度のコンクリ

ートの考慮方法が様々考えられる．ここでは梁部材断面の

上半分における面積等価強度(Be)を用いて評価した．等価

強度の考え方を Fig.7 に，計算式を式(1)にそれぞれ示す． 
いずれの試験体についても最大耐力発揮後は繰返しに

よる耐力低下が見られた．各試験体の最大耐力実験値を吾

川 mean 式と比較すると，SNJ-5，SNJ-7，S10D-7，SCN-
7b では実験値が計算値を上回る一方，SCN-7a の全断面

低強度部のみが計算値を下回る結果となった． 
SCN-7a と SCN-7b との比較から，継手周辺の低強度コ

ンクリート部の補強筋量を多くすることで強度増加が見

込まれることを確認することができた．また，打継ぎ面位

置を変動因子とした 2 体(SNJ-5，SNJ-7)の強度式との比

較から，スパン全長にわたって現場打設による打継ぎを行

った試験体に対しては，面積等価強度を用いたせん断強度

式による評価が有効であるといえる．さらに，その他の機

械式継手を用いた試験体(S10D-7，SCN-7a，SCN-7b)の強

度式との比較から，機械式継手を有する試験体に対しては，

全断面現場打ちとする継手周辺と PCa を含む合成断面の

二つの断面のせん断強度を求めた上で，その小さい方の値

を用いることで設計可能であることを確認することがで

きた． 
４．打継ぎ面のせん断伝達

本章では，水平打継ぎ面（材軸平行接合部）のせん断伝

達について検討する．材軸平行接合部の強度については，

本会指針 1) を参考に耐力余裕度を求めた．既往の実験デー

タに関する分析資料 5) を参考に，本実験データについても

同様に耐力余裕度と各因子の関係を Fig. 8 に示す.なお，

本実験データはせん断破壊型であり，Table 3 のとおり，

いずれの試験体も靭性指針式によるせん断強度が付着を

考慮したせん断強度を下回ることが確認できている． 
材軸平行接合部の強度について，分析資料 5)では補強筋

量や補強筋比が小さい試験体を過小評価する傾向がある

と報告されている．本実験の試験体は補強筋比 Pw=0.2%～

0.3%で材軸平行接合部の強度の曲げ破壊に対する余裕度

は小さいものの，打継ぎ面での破壊は生じておらず，分析

資料 5)の報告と整合していると言える．本実験の試験体で

採用した打継ぎ面の処理方法が効果的であったことも示

していると言える． 
５．まとめ

せん断破壊型を計画した RC 造プレキャスト梁部材に

ついて，継手の有無や配置，打継ぎ面の位置などを変動因

子とした実験を行い，以下の知見を得た． 
(1) いずれの試験体も梁部材断面の上半分の面積等価強

度の考え方を用いて，荒川 mean 式および靭性指針式

によりせん断強度を安全側に評価できた. 
(2) 打継ぎ面を起点とした損傷が見られないことから，

水平打継ぎ面での目荒らし処理は有効であった. 
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Fig. 8 耐力余裕度と各因子の関係 
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図 実験セットアップ図

表 実験マトリクス

    最大ひずみ 
    1% 2% 3% 
    両振幅 Amp. 
    1% 2% 3% 4% 

残

留

ひ

ず

み 

0% サ 
イ 
ク 
ル 
数 

1+引張   D J 
1% 1+引張 A B E, F※1  

2% 
1+引張  C G  
4+引張   H  

3% 1+引張   I  

載荷条件 載荷条件

載荷条件 載荷条件

載荷条件 載荷条件

載荷条件 載荷条件

載荷条件 載荷条件

図 各条件の載荷履歴

 
載荷試験結果

代表的な実験結果として，載荷条件 A（予ひずみ ε0 = 残留
ひずみ εr = 1 %），D（ε0 =3 %，εr = 0 %）および I（ε0 = εr = 3 %）
の載荷履歴を図 5 に示す．図 5 より，ε0 および εr が大きい試
験体はひずみ時効による降伏棚の再現および強度上昇が起

こっていることを確認した．また，載荷条件 D に代表される，予
ひずみと残留ひずみが一致しない試験体については，降伏棚

が再現しないことを確認した． 

載荷条件 載荷条件

載荷条件

図 各条件の載荷履歴

 
ひずみ時効による特性変化

ひずみ時効による特性変化を評価するために，以下に示す

式(1)~(3)を用いて評価指標（延性変化率 βR ，最大引張強度変
化率 βB ，降伏強度変化率 βYC ）を作成した．ここでは降伏強度
変化率 βYC に注目し，載荷条件による差異の分析を行う．βYC 
は，初期載荷時の応力の最大値に対する再引張時の同様の

ひずみの際の応力との差 ΔσYC をひずみ時効なし引張時の降
伏応力 σY で割った値であり，繰返し載荷を受けた鉄筋の降伏
強度上昇がどれほどの度合いであるかを示している． 

𝛽𝛽𝑅𝑅 = 𝛥𝛥𝜀𝜀𝑅𝑅 𝜀𝜀𝑅𝑅⁄ = (𝜀𝜀𝑅𝑅′ − 𝜀𝜀𝑅𝑅)/𝜀𝜀𝑅𝑅 (1) 
𝛽𝛽𝐵𝐵 = 𝛥𝛥𝜎𝜎𝐵𝐵 𝜎𝜎𝐵𝐵⁄ = (𝜎𝜎𝐵𝐵′ − 𝜎𝜎𝐵𝐵)/𝜎𝜎𝐵𝐵 (2) 

𝛽𝛽𝑌𝑌𝑌𝑌 = 𝛥𝛥𝜎𝜎𝑌𝑌𝑌𝑌 𝜎𝜎𝑌𝑌⁄  (3) 

図 繰返し載荷を受けた鉄筋の応力 ひずみ曲線模式図

 
各条件のひずみ時効による特性変化の比較

2.2 節で述べた 5 つの条件の違いによってひずみ時効によ
る特性変化にどのような違いが出るかを分析する．図 7 に試験
体（条件ごとに 2 試験体）のひずみ時効による降伏強度上昇
の比較を示す．なお，図 7 の灰色破線に単純引張試験結果 4)

から得た降伏強度変化率 βYC の予測式を示している． 
(1) 予ひずみの大小 
図 7(a)，(b)より，残留ひずみ εr が等しい試験体について，

― 362―
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予ひずみ ε0 と降伏強度変化率 βYC の関係は弱いことが見て
取れる．一方で図 7(e)より，予ひずみ ε0 と残留ひずみ εr が等
しい試験体については，予ひずみ ε0 が大きくなるにつれて降
伏強度変化率 βYC も上昇することを確認した．このため，予ひ
ずみ ε0 の上昇に伴いひずみ時効による特性変化も増大する
可能性があるが，残留ひずみ εr の影響を強く受けると考えら
れる． 
(2) 残留ひずみの大小 
図 7(c)，(d)より，残留ひずみ εr が大きい試験体は降伏強度

変化率 βYC も上昇することを確認した．このため，ひずみ時効
による特性変化は，残留ひずみ εr が大きいほど増大すると考
えられる． 
(3) 両振幅の大小および圧縮変形の有無 
図 7(f)より，両振幅が 3 %の試験体と 4 %の試験体の降伏強

度変化率 βYC の差異は軽微であることを確認した．βR および
βB についても同様の傾向が確認できたため，両振幅の大小
および圧縮変形の有無がひずみ時効による特性変化に与え

る影響は軽微であると考えられる． 
(4) 繰返し載荷のサイクル数 
図 7(g)より，繰返し載荷のサイクル数が 1 回の試験体に対

し，4 回の試験体は降伏強度の上昇が軽微であることを確認
した．βR および βB についても同様の傾向が確認できたため，
繰返し載荷のサイクル数の増加に伴いひずみ時効による特性

変化は減少すると考えられる． 
(5) 細かい繰返し載荷の有無 
図 7(h)より，細かい繰返し載荷の有無による降伏強度変化

率 βYC の差異は軽微であることを確認した．βR および βB につ
いても同様の傾向が確認できたため，細かい繰返し載荷の有

無がひずみ時効による特性変化に与える影響は軽微であると

考えられる． 
以上により，ひずみ時効による特性変化は，繰返し載荷の

サイクル数が多いほど減少し，残留ひずみ εr が大きいほど増
大することを確認した．また，予ひずみ ε0 の上昇に伴いひず
み時効による特性変化も増大する可能性があることが示唆さ

れた．一方で予ひずみ ε0 ，残留ひずみ εr およびサイクル数
を用いた，特性変化の予測式は十分な精度を出すことができ

なかった．この原因として，予測式に用いるパラメータに対して

試験結果の数が不十分な事，単純引張に比べて繰返し載荷

を受けた鉄筋の特性変化のばらつきが大きい事が考えられる． 
 

予ひずみによる比較（載荷条件 ， ， ）

予ひずみによる比較（載荷条件 ， ）

残留ひずみによる比較（載荷条件 ， ， ， ）

残留ひずみによる比較（載荷条件 ， ）

予ひずみおよび残留による比較（載荷条件 ， ， ）

圧縮側の変形の有無による比較（載荷条件 ， ）

サイクル数による比較（載荷条件 ， ）
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載荷条件 載荷条件

図 各条件の載荷履歴

 
載荷試験結果

代表的な実験結果として，載荷条件 A（予ひずみ ε0 = 残留
ひずみ εr = 1 %），D（ε0 =3 %，εr = 0 %）および I（ε0 = εr = 3 %）
の載荷履歴を図 5 に示す．図 5 より，ε0 および εr が大きい試
験体はひずみ時効による降伏棚の再現および強度上昇が起

こっていることを確認した．また，載荷条件 D に代表される，予
ひずみと残留ひずみが一致しない試験体については，降伏棚

が再現しないことを確認した． 

載荷条件 載荷条件

載荷条件

図 各条件の載荷履歴

 
ひずみ時効による特性変化

ひずみ時効による特性変化を評価するために，以下に示す

式(1)~(3)を用いて評価指標（延性変化率 βR ，最大引張強度変
化率 βB ，降伏強度変化率 βYC ）を作成した．ここでは降伏強度
変化率 βYC に注目し，載荷条件による差異の分析を行う．βYC 
は，初期載荷時の応力の最大値に対する再引張時の同様の

ひずみの際の応力との差 ΔσYC をひずみ時効なし引張時の降
伏応力 σY で割った値であり，繰返し載荷を受けた鉄筋の降伏
強度上昇がどれほどの度合いであるかを示している． 

𝛽𝛽𝑅𝑅 = 𝛥𝛥𝜀𝜀𝑅𝑅 𝜀𝜀𝑅𝑅⁄ = (𝜀𝜀𝑅𝑅′ − 𝜀𝜀𝑅𝑅)/𝜀𝜀𝑅𝑅 (1) 
𝛽𝛽𝐵𝐵 = 𝛥𝛥𝜎𝜎𝐵𝐵 𝜎𝜎𝐵𝐵⁄ = (𝜎𝜎𝐵𝐵′ − 𝜎𝜎𝐵𝐵)/𝜎𝜎𝐵𝐵 (2) 

𝛽𝛽𝑌𝑌𝑌𝑌 = 𝛥𝛥𝜎𝜎𝑌𝑌𝑌𝑌 𝜎𝜎𝑌𝑌⁄  (3) 

図 繰返し載荷を受けた鉄筋の応力 ひずみ曲線模式図

 
各条件のひずみ時効による特性変化の比較

2.2 節で述べた 5 つの条件の違いによってひずみ時効によ
る特性変化にどのような違いが出るかを分析する．図 7 に試験
体（条件ごとに 2 試験体）のひずみ時効による降伏強度上昇
の比較を示す．なお，図 7 の灰色破線に単純引張試験結果 4)

から得た降伏強度変化率 βYC の予測式を示している． 
(1) 予ひずみの大小 
図 7(a)，(b)より，残留ひずみ εr が等しい試験体について，
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細かい繰返し載荷の有無による比較（載荷条件 ， ）

図 各条件のひずみ時効による降伏強度上昇の比較

 
予ひずみおよび残留ひずみの差異による比較

4.1 節より，ひずみ時効による特性変化は，残留ひずみ εr 
が大きいほど増大すること，予ひずみ ε0 が大きいほど増大す
る可能性があることを確認した．ここでは εr および ε0 の両者
について βYC の比較を行う． 
図 8 に残留ひずみ εr を凡例とした予ひずみ ε0 に対する降

伏強度変化率 βYC を示す．なお，4.1 節よりサイクル数が多い
試験体は βYC が小さいため△で表している．また，灰色の×で
示される値は単純引張試験 3)の結果，灰色破線は単純引張試

験の結果から算出した降伏強度変化率の予測式である．図 8
より多くの βYC が単純引張試験の結果から算出した予測式を
下回る値をとった．よって繰返し載荷を受けた鉄筋のひずみ時

効による降伏強度上昇は，単純引張を受けた鉄筋のひずみ

時効による降伏強度上昇を上限とした値になると考えられる．

そのため繰返し載荷時でも，予ひずみが同等の単純引張とみ

なし降伏強度上昇を予測することで安全側へ予測することが

可能であると考えられる． 
また，図 8 より εr = ε0 = 1，2，3 %の試験体は βYC が予測式

に近い値をとることを確認した．これらの試験体は εr / ε0 が 1 
に近いことを示す．そこで εr / ε0 を凡例とした予ひずみ ε0 に対
する降伏強度上昇率 βYC を図 9 に示す．図 9 より εr / ε0 が 1 
に近い試験体については単純引張試験結果に近い βYC を示
すのに対し，εr / ε0 が 1 より小さいと βYC も減少する傾向をとる
ことを確認した． 

 

図 予ひずみに対する降伏強度変化率

（残留ひずみを凡例とする）

図 予ひずみに対する降伏強度変化率

（残留ひずみ 予ひずみを凡例とする）

結論

本報告では繰返し載荷をあたえた鉄筋をひずみ時効させる

ことでひずみ時効による特性変化を計測した．確認できた事項

を以下に示す． 
(1) 両振幅の大小，圧縮側への変形の有無および細かい繰
返し載荷の有無がひずみ時効による特性変化へ及ぼす影

響は軽微である．一方で，繰返し載荷のサイクル数の増大

に伴ってひずみ時効による特性変化が抑えられる． 
(2) 繰返し載荷を受けた鉄筋の特性変化の十分な精度の予
測は困難である．この原因として，予測式に用いるパラメー

タに対して試験結果の数が不十分な事，繰返し載荷を受け

た鉄筋の特性変化のばらつきが大きい事が考えられる． 
(3) 繰返し載荷を受けた鉄筋のひずみ時効による降伏強度上
昇に影響を及ぼすのは残留ひずみ εr および予ひずみ ε0 
である．繰返し載荷を受けた鉄筋のひずみ時効による降伏

強度上昇は，単純引張を受けた鉄筋のひずみ時効による

降伏強度上昇を上限とし，εr / ε0 が 1 を下回ると減少する傾
向を示す．そのため繰返し載荷時でも，予ひずみが同等の

単純引張とみなし降伏強度上昇を予測することで安全側へ

予測することが可能である． 
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